
参 考 資 料

○ 多面的機能支払＿取組事例 P.34～

○ 中山間地域等直接支払＿取組事例 P.44～

○ 環境保全型農業直接支払＿取組事例等 P.49～





・事務内容の集約化が図られ、事務作業量が減少

したことにより、各集落へのケアが手厚くできる

・農家、非農家問わず情報発信が安易となり地域

の繋がりが強くなる

・活動組織は、土地改良区が事務局となることで、

交付金を公平に活用でき、さらに、技術的サポー

トを受けることができる

・活動組織は書類作成や会計事務等難儀な事務処

理が不要なため、実践活動に専念できる

・土地改良区は各組織の活動内容から農業用施設

の維持管理するための計画が立てやすくなる

○ 本地域は、秋田県の北部にある北秋田市の北側に位置し、この地域では基幹作物の水稲を中心に

複合作物としては大豆やキュウリのほか、最近は秋田県で推進している枝豆の生産拡大に力を入れ

ている。

○ 本保全組織は、北秋田市土地改良区（合併前の旧鷹巣土地改良区）管内にある17活動組織が参加

して広域協定を締結。

○ 土地改良区は広域協定の一員として事務を受託し、各活動に対する指導・助言を行い事業全体の

調整を図っている。

連携前の状況や課題 連携内容

土地改良区と活動組織が連携し広域化を実現１
たかのす

【地区概要】

・認定農用地面積 1,288.1ha

（田 1,288.1ha）

・資源量 開水路 281.0km

農 道 158.5km

ため池 4箇所

・主な構成員 農業者,農事組合法人,

自治会,女性会,土地改良区他

・交付金 約61百万円（R1）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

北秋田市鷹巣地域保全組織（秋田県北秋田市_北秋田市土地改良区）

１

○事業が始まった平成19年度当時は、会計
事務が困難との理由で活動組織を立ち上げ
ない集落（地区）が多かった。

○土地改良区が事務受託することにより、
多くの組織が活動を展開するようになった
が、活動計画（施設等の保全管理手法等）
等の書類作成の水準にバラツキがあった。

○土地改良区においては、各活動組織から
事務処理（総会、書類作成等）を受託して
いたが、組織数が多いため、相当な事務量
となっていた。このため、事務の簡素化の
観点から早急な広域化が必要であった。

総会の開催状況水路の補修作業

・他組織の活動内容を参考にできるため、今まで

取組んでいない活動の実施に繋がる

・土地改良施設の重要性が共通認識できることか

ら施設の整備や管理の水準にバラツキがなくなっ

た

事務委託の作業内容

○年度活動計画の策定（総会資料含む）
○作業日報の作成及び作業写真の整理
○実施状況報告書の作成

○証拠書類整理票の作成
○金銭出納簿の作成
○日当支払いに伴う封筒詰め
○備品管理台帳の作成

土地改良区
１７組織

（鷹巣地域）

運営委員会
事務局：土地改良区

北秋田市鷹巣地域保全組織

事 務 管 理

会 計 処 理

事務委託による効果

情報共有による効果

広域化による効果

連携の効果

-
3
4
-



○旧鷹巣土地改良区において
５活動組織の事務受託

Ｓｔｅｐ１（Ｈ19～Ｈ23）

農地･水･環境
保全向上対策

○旧鷹巣土地改良区内において
15活動組織の事務受託

Ｓｔｅｐ２（Ｈ24～H26）

農地･水保全
管理支払交付金

○北秋田市土地改良区
の鷹巣地域に既存する
17活動組織が参加して
広域化

Ｓｔｅｐ４（Ｒ１）

広域組織の設立

今
後
の
展
望

①書類作成の手間が省けるなど、事務処理の負担が軽減

②広域組織内で事業に関する情報交換・情報共有ができ

る

③活動に対し、土地改良区から技術指導を受けられ、ス

ムーズな活動が可能

広域化と土地改良区へ事務委託するメリット

①事務内容が集約化されるため、事務量

が大幅に軽減

②統一した事務的・技術的指導が可能

③活動組織の取り組みを事務局からPR

するとともに土地改良区の役割や重要

性を地域住民へ発信

◆ 土地改良区のメリット◆ 活動組織のメリット

きっかけ

○新たな事業（活動計

画書）の認定申請にあ
たり各組織と土地改良
区の思い（活動・事務
の簡素化）が合致

第２期対策の際には旧鷹巣土地改良
区内の集落全てで活動組織が立ち上
がる。
その理由は！
○事業内容が浸透
○事務処理は全て土地改良区が受け
ると提言

組織の広域化でそれぞれの作業内
容について簡素化を目指す！

H28.1.20 北秋田市土地改良区が設立

①対象組織数が減るため、各種調査やアンケート

等の文書発出労力が軽減

②土地改良区からは精度の高い書類が提出される

ため、事務指導の労力が大幅に軽減され、活動組

織への指導が充実

女性会が播種したひまわり

学校教育との連携
小学5年生による田植え

補修協議

土地改良区
の助言

点検・機能診断 最適な補修作業

◆ 市町村のメリット

土地改良区管内の綴子地域(Ｈ24広域済)と鷹巣

地域が広域組織となり、地区内農地の51％を占め

る。

今後は合川地域

や森吉地域も広

域化を推進し、

土地改良区の地

区内全ての地域

において土地改良区と連携した活動を目指す。

将来に向けて

総延長3.3kmの稲穂ロードへ植栽
～綴子地区農地・水・環境保全組織～

H30.4 15活動組織の総会で広域化の推進内容を
土地改良区から説明

H30.6 17活動組織の代表者会を開催し、広域化に
ついて検討

H31.3 17活動組織の代表者会で広域組織の設立
及び参加を決定

H31.4 17活動組織の総会で広域組織への参加を
議決

R 1.5 運営（設立）委員会開催…広域組織の設立
R 1.6 広域協定書の認定

２

○旧鷹巣土地改良区
内において15活動組織
の事務受託

Ｓｔｅｐ３（Ｈ26～H30）

多面的機能
支払交付金

事
務
処
理
等
の
簡
素
化
を
模
索

活
動
組
織
の
広
域
化
が
徐
々
に
話
題
！
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・予算配分に融通が利き、地域毎の予算要望に

あった交付金の配分が可能。

・複数の地域で協力して作業をすることにより作

業の効率化や他地域との交流が活発になる。

・活動組織は、事務専門者が事務局となることで、

交付金を計画的に使用できる。

・活動組織は書類作成や会計事務等難儀な事務処

理が不要なため、営農や実践活動に専念できる

・土地改良区は各組織の活動内容から農業用施設

を維持管理するための計画が立てやすくなる

○ 本地域は、秋田県の南部にある由利本荘市の中心部に位置し、この地域では子吉川下流の本荘平

野を中心に、米のほか、牧草等を栽培している。

○ 本協定は、子吉土地改良区管内にある11地域が参加して広域協定を締結している。

○ 改良区は各活動についての助言・指導を行い施設の保全管理等をサポートしている。

〇 事務の専門者と委託契約を結んで運営委員会となり書類作成等を行っているため、農業者が営農

に専念できる環境が整っている。

連携前の状況や課題 連携内容

土地改良区と活動組織が連携し広域化を実現３ 【地区概要】

・認定農用地面積 620ha

（田 620ha）

・資源量 開水路 73.1km

農 道 74.5km

ため池 13箇所

・主な構成員 農業者,自治会

土地改良区、小中学校

・交付金 約3,500万円（R1）

農地維持支払
資源向上支払（共同）・（長寿命化）

本荘子吉地域農地・水環境保全管理協定（秋田県由利本荘市）

１

〇平成１８年度に農地・水・環境保全向上
対策の開始前にモデル地区として２地域が
活動を開始。

○事業が始まった平成１９年度当時は、旧
子吉地区の他の地域を巻き込み８地域が参
加して活動を実施。

○水路等を使用している受益者からの賦課
金を充当することにより施設の保全管理を
行っていたが、組織の対象農用地が広範囲
のため改良区や受益者の負担が大きかった。

○土地改良区は、水路等の施設の保全管理
のための助言を活動当初より実施。

運営委員会の開催状況水路の泥上げ作業

・他組織の活動内容を参考にできるため、今まで

取組んでいない活動の実施に繋がる

・土地改良施設の重要性が共通認識できることか

ら施設の整備や管理の水準にバラツキがなくなっ

た

事務委託の作業内容

○年度活動計画の策定（総会資料含む）
○作業日報の作成及び作業写真の整理
○各地域や土地改良区との連絡・調整

○証拠書類整理票の作成
○金銭出納簿の作成
○日当支払いに伴う予算管理
○備品管理台帳の作成

土地改良区
１１組織

（子吉地域）

運営委員会

本荘子吉地域農地・水環境保全管理協定

事 務 管 理

会 計 処 理

事務委託による効果

情報共有による効果

広域化による効果

連携の効果

-
3
8
-



○旧子吉地区の８地域で実施。
専門者へ委託事務

Ｓｔｅｐ１（Ｈ19～Ｈ23）

農地･水･環境
保全向上対策

○旧子吉地区の８地域＋旧本荘
地区の３地域が加わる

Ｓｔｅｐ２（Ｈ24～H25）

農地･水保全
管理支払交付金

今
後
の
展
望

①書類作成の手間が省けるなど、事務処理の負担が軽減

②広域組織内で事業に関する情報交換・情報共有が可能

③活動に対し、土地改良区から技術指導を受けられ、現

場状況に即した作業等が可能

④各地域への交付金の配分に融通が利き、作業スケ

ジュールを明確に立てられる

広域化と土地改良区へ事務委託するメリット

①土地改良区や受益農家の負担金が交付

金により軽減される。

②統一した事務的・技術的指導が可能

③活動組織の取り組みを組織と連携し

PRするとともに土地改良区の役割や重

要性を地域住民や学校等に発信できる

◆ 土地改良区のメリット
◆ 活動組織のメリット

第２期対策の際には旧本荘地区（３地域）
が参加する。
その理由は！
○事業内容が浸透
○農地や水路の管理が効率よく実施
可能

①複数の地域が１組織になっているため、各種調査やアンケート等の文書発出労力が軽減

②精度の高い書類が提出されるため、事務指導の労力が大幅に軽減され、活動組織への指導

が充実

◆ 市町村のメリット

H27.9 対象農用地を追加認定（約75ha)

H28.12 資源向上（長寿命化）への取組を開始
（ゲート補修・揚水機オーバーホール）

H29.4 事務専門者の交代。２０代の事務専門者
と委託契約を結び事務の効率化アップ

R3.4～ 再認定（予定）

２

○農地・水保全管理支払交付金の２期 よ
り１１地域が締結して活動していた組織が
広域組織として多面的機能支払交付金の
活動をスタート

Ｓｔｅｐ３（Ｈ26～）

多面的機能支払交付金

広
域
組
織
と
し
て
の
活
動
が
ス
ム
ー
ズ
に
可
能

令和２年度で多面的機能支払交付金の第１期が終
了し、令和３年度に再認定を予定している。子吉土
地改良区や協定加入の１１地域、事務専門者、地元
住民との連携・交流に取り組み、農用地や水路、農
道等の地域資源を後世に受け継いで行くことを目標
に活動を継続して取り組む。

将来に向けて

町内会と花壇への植栽

中学校と稲刈り体験

子吉土地改良区と連携した
環境教室

-
3
9
-



・事務内容の集約化が図られ、事務作業量が減少

したことにより、各集落へのケアが手厚くできる

・農家、非農家問わず情報発信が安易となり地域

の繋がりが強くなる

・活動組織は、土地改良区が事務局となることで、

交付金を公平に活用でき、さらに、技術的サポー

トを受けることができる

・活動組織は書類作成や会計事務等難儀な事務処

理が不要なため、実践活動に専念できる

・土地改良区は各組織の活動内容から農業用施設

の維持管理するための計画が立てやすくなる

○ 本地域は、秋田県の南部にある仙北郡美郷町の南側に位置し、この地域では基幹作物の水稲を中

心に複合作物としては大豆や枝豆のほか、最近は高収益作物としてキャベツの生産拡大に力を入れ

ている。

○ 本保全組織は、秋田県仙南土地改良区管内にある11活動組織が参加して広域協定を締結。

○ 土地改良区は広域協定の一員として事務を受託し、各活動に対する指導・助言を行い事業全体の

調整を図っている。

連携前の状況や課題 連携内容

土地改良区と活動組織が連携し広域化を実現４ 【地区概要】

・認定農用地面積 698.24ha

（田 698.24ha）

・資源量 開水路 147.0km

農 道 38.7km

ため池 16箇所

・主な構成員 農業者,農事組合法人,

部落会,老人会,土地改良区他

・交付金 約33百万円（R1）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

美郷町仙南地域広域組織（秋田県美郷町_秋田県仙南土地改良区）

１

○事業が始まった平成19年度当時は、会計
事務が困難との理由で活動組織を立ち上げ
ない集落（地区）が多かった。

○土地改良区が事務受託することにより、
多くの組織が活動を展開するようになった
が、複数の地区に所属している構成員がい
たことで、改良区が事務受託をしている組
織の基準のバラツキがあるのではないかと
いう意見があった。

○土地改良区においては、各活動組織から
事務処理（総会、書類作成等）を受託して
いたが、組織数が多いため、相当な事務量
となっていた。このため、事務の簡素化の
観点から早急な広域化が必要であった。

総会の開催状況水路の補修作業

・他組織の活動内容を参考にできるため、今まで

取組んでいない活動の実施に繋がる

・土地改良施設の重要性が共通認識できることか

ら施設の整備や管理の水準にバラツキがなくなっ

た

事務委託の作業内容

○年度活動計画の策定（総会資料含む）
○作業日報の作成及び作業写真の整理
○実施状況報告書の作成

○証拠書類整理票の作成
○収支実績報告書作成
○金銭出納簿の作成
○備品管理台帳の作成

土地改良区
１１組織

（仙南地域）

運営委員会
事務局：土地改良区

美郷町仙南地域広域組織

事 務 管 理

会 計 処 理

事務委託による効果

情報共有による効果

広域化による効果

連携の効果

-
4
0
-



○秋田県仙南土地改良区内の地域
に既存する11活動組織が参加して
広域化

Ｓｔｅｐ１（Ｒ１）

広域組織の設立

今
後
の
展
望

①書類作成の手間が省けるなど、事務処理の負担が軽減

②広域組織内で事業に関する情報交換・情報共有ができ

る

③活動に対し、土地改良区から技術指導を受けられ、ス

ムーズな活動が可能

広域化と土地改良区へ事務委託するメリット

①事務内容が集約化されるため、事務量

が大幅に軽減

②統一した事務的・技術的指導が可能

③活動組織の取り組みを事務局からPR

するとともに土地改良区の役割や重要

性を地域住民へ発信

◆ 土地改良区のメリット◆ 活動組織のメリット

きっかけ

○新たな事業（活動計

画書）の認定申請にあ
たり各組織と土地改良
区の思い（活動・事務
の簡素化）が合致

平成２６年度から多面的機能の活動を行いたいが事
務処理等を委託できないかと地区より要望
⇒１０組織の事務を受託（平成２６年度～）
⇒追加で１組織の事務を受託（平成２９年度～）

組織の広域化でそれぞれの作業内
容について簡素化を目指す！

①対象組織数が減るため、各種調査やアンケート

等の文書発出労力が軽減

②土地改良区からは精度の高い書類が提出される

ため、事務指導の労力が大幅に軽減され、活動組

織への指導が充実

地区内での花植栽

補修協議

土地改良区
の助言

点検・機能診断 最適な補修作業

◆ 市町村のメリット

土地改良区管内の11組織が広域組織となり、地

区内農地の57％を占める。

今後は改良区

受益地内の他組

織の広域組織へ

の参入を促し、

土地改良区内全

てにおいて土地

改良区と連携した活動を目指す。

将来に向けて

伝承文化（天筆焼き・どんど焼き）
～美郷町仙南地域広域組織～

H30.8 秋田県及び秋田県多面的機能支援協議会の主催
する研修会・説明会において広域化の推進につい
て説明を受ける

H31.3 11活動組織の代表者による打合せで広域組織へ
の参加を承認

H31.4 11組織が広域組織として活動を開始
R 1.6 運営（設立）委員会開催…広域組織の設立

広域協定書の認定

２

○秋田県仙南土地改良区内において
11活動組織の事務受託

Ｓｔｅｐ１（Ｈ26～H30）

多面的機能支払交付金

地区内の水質調査
（各地区の子供会と連携）

事
務
処
理
・保
全
活
動
に
つ
い
て
地
区
ご
と
に
取
り
組
み
方
が
が
バ
ラ
バ
ラ

活
動
組
織
の
広
域
化
に
つ
い
て
構
成
員
よ
り
要
望
が
多
数
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・ Ｈ31. 1 各活動組織代表者に広域化について改良区から説明

・ Ｒ 1. 3 各活動組織の総会において広域化について検討し、参加を議決

・ Ｒ 1.11 広域化準備委員会開催

・ Ｒ 2. 3 稲川地域広域協定設立運営委員会開催

・ Ｒ 2. 6 広域協定書の認定

土地改良区と活動組織が連携し広域化を実現

稲川地域広域協定（秋田県湯沢市_稲川土地改良区）

○ 本地域は、秋田県の南部にある湯沢市の東部に位置し、基幹作物の水稲を中心に複合作物の大豆や枝豆

のほか、近年ではネギの園芸メガ団地形成による機械化、生産体制の省力化、効率化をすすめ、生産拡大を

目指している。

○ 本広域協定組織は、稲川土地改良区管内の「８活動組織」が参加して広域協定を締結した。

○ 稲川土地改良区は、広域協定の一員として事務を受託し、事業全体の調整を担っている。

・ 協定の対象となる面積

391.78ha（田 391.78ha）

・ 協定の対象となる施設

開水路 124.5km 農道 50.8km

ため池 1箇所

・ 主な構成員

農業者、農事組合法人、自治会

小学校、土地改良区他

・ 交付金 約19.7百万円（R2）
《 農地維持支払,資源向上支払(共同) 》

地 区 概 要

集落名 面積 水路 農道 ため池

①東福寺資源保全会 72.19 ha 17.6 km 6.4 km 1 箇所

②大門集落協定 30.21 ha 10.4 km 4.6 km

③川連集落協定 30.40 ha  7.9 km 3.6 km

④三梨新処集落協定 25.86 ha  7.7 km 2.8 km

⑤西川連集落協定 51.30 ha  18.3 km 3.9 km

⑥大倉集落協定 43.81 ha  16.8 km 8.1 km

⑦飯田集落協定 39.25 ha  17.1 km 8.1 km

⑧八面資源保全会 98.76 ha 28.7 km 13.3 km

合 計 391.78 ha 124.5 km 50.8 km 1 箇所

広
域
化
ま
で
の
経
緯

活動組織総会 設立運営委員会

活動組織の広域化
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◎ 活動組織のメリット

① 広域組織内で事業に関する情報交換・共有ができる。

② 各集落の得意分野（目地補修・大型機械オペなど）を、

広域組織内で技術提供・活用ができる。

③ 稲川地域自治連絡協議会が参加団体に加わったことに

より、活動していない集落からも人材協力を得られる。

◎ 土地改良区のメリット
① 事務処理が集約化され、事務量が大幅に軽減される。

② 広域協定運営委員会の設立により、各集落に公平かつ

速やかに情報提供することができる。

◎ 市役所のメリット

① 事務処理の統合により、実施状況確認等の件数が減り、

事務負担が軽減される。

② 市役所から組織への連絡系統が集約化され、効率的

かつ効果的な指導が可能となる。

③ 土地改良区から精度の高い書類が提出されるため、

事務指導の負担が軽減される。

広域化のメリット

稲川土地改良区管内には、今回広域化した８組織のほか、

事務を受託している２組織、事務を受託していない３組織が

あり、今後、これら５組織にも広域協定への参加を勧めてい

きたい。

また、これら５組織を加えても、稲川土地改良区管内の農

地カバー率は39.5％と低いため、すべての農地を多面的機

能支払交付金の活動でカバーできるように、活動していない

集落への周知と参加を積極的に勧めていきたい。

今後の展望

主な活動内容

ため池の草刈り 景観植物の植栽 法面ステップの設置

水路の目地補修 脱穀指導（学校教育との連携） 雪中田植（学校教育との連携）

広域協定の組織体制

稲川地域広域協定運営委員会
１８名 （各組織より２名、自治会委員長、改良区理事長）

稲川地域広域協定運営委員会 役員
５名 （会長１名、副会長１名、会計１名、監事２名）

稲川地域自治連絡協議会
（活動への人材協力）

・東福寺資源保全会 ・大門集落協定 ・川連集落協定
・三梨新処集落協定 ・西川連集落協定 ・大倉集落協定
・飯田集落協定 ・八面資源保全会 （８組織）

稲川土地改良区
（事務受託、全体の調整）
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〇営農を継続していくため、水路・農道の補修・更新を構成員の自主施工により実施。地域内の
農業者で補修等を実施することにより、農業用施設等の維持管理への意識が向上。

○ 地域内の農道で、勾配が急な箇所を選定し、農道のコンク
リート舗装を実施した。これにより、急勾配な箇所でも安全でス
ムーズな通行が可能となった。

○ 水路についても、通水機能に支障が発生していた箇所を重
点的にコンクリート側溝への更新や部分的な補修を実施した。こ
れにより、安定した通水が可能となったほか、維持管理も容易と
なったため維持管理の作業労力の低下にもつながった。

取組の概要

○ 地域内の農道は、幅員が狭く勾配も急な箇所が多
い。特に勾配が急な箇所は雨等により農道の砕石の
流失等が発生し、通行の支障となっていた。

○ 水路についても、その大部分が土水路であり維持
管理等が多大な労力となっていた。また、雑草の繁茂
や大雨等による路肩の崩落等により通水機能にも支
障が発生していた。

地域の現状

【簡易な農道補修】

営農継続のための農業用施設の補修・更新（秋田県三種町 中沢集落協定）

面 積：34.9ha（田） 交付金額：279万円（個人配分50％、共同取組活動50％）
協定参加者：農業者27人

【農道の舗装作業】【水路の更新作業】【施工前の水路状況】

秋田県
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〇 集落で農地の保全に取組むとともに、寒暖の差を利用した食味の良い農産物の生産･販売で
地域を活性化。

○ 米の付加価値を高めるため、寒暖の差の利用と伝統的乾燥技法
「ハサ掛け（天日干し）」の活用により、食味のよい米を生産し、
「ザラメキの米」として販売。（交付金は「ハサ掛け」にかかる労
務費等に使用。）

○ 道の駅で開催される「軽トラ市」では地元野菜（ナス、ジャガイ
モなど）を、直売所では「ザラメキの米」を販売。消費者に直接販
売することで販路を開拓しており、農業者の生産意欲の向上と集落
全体の活性化にも寄与。
（軽トラ市、直売所での販売額：27.5万円（R1））

さらに、高齢化が進む中でも本交付金により急傾斜地の農地を安
定して維持管理出来ることから、意欲ある農家がより高収益な作物
を栽培する取組を開始。
（花き「リンドウ」の栽培面積：０a(H27)→48a（R1））

○ 集落と地元小学校が連携して農業体験学習を実施しており、米作
りへの理解・関心を醸成。

取組の特色

○ 当地区は、秋田県南部に位置し、主に水稲・そば・飼料

用作物を栽培。

○ 集落人口の減少や離農者の増加により不作付地の拡大が

危惧される中で農地及び水路等の農業用施設を維持するた

めに、平成12年度から本制度の取組を開始し水路や農道の

補修等を積極的に実施。

○ 農地の２割が傾斜度1/10以上の超急傾斜地、６割が傾斜

度1/20以上の急傾斜地であり、農道・水路の管理に重点を

置き、山間部にある小区画で傾斜の厳しい水田について、

地域ぐるみで草刈や水路掃除などの保全活動を実施。

○ 平成27年度からは超急傾斜農地保全管理加算に取組み、

加算された交付金を土地改良に活用し施設(農道)保全に努

め、特に条件の厳しい農地を他の農地と同様に保全すると

ともに、直売など農産物の販売促進活動を展開。

取組の概要

【軽トラ市出店】

地域資源を活用して地域活性化
（秋田県由利本荘市 ザラメキ協定）

面 積：19.4ha（田） 交付金額：385万円（個人配分50％、共同取組活動50％）
協定参加者：農業者24人 協定開始：平成12年度

【小学校農業体験】【リンドウほ場】【協定総会】

秋田県

由利本荘市

ゆ り ほ ん じ ょ う し
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○ 園芸メガ団地事業による水稲・
りんどう・小菊・アスパラの複合
経営を行っている。

【秋田県由利本荘市】ドローン導入による花き類栽培作業の省力化

【工夫のポイント】

【取組地域の概要】

現
状
と
課
題

○位置
秋田県由利本荘市（過疎、特農、山村）

〇地域の概要
・山間部のため平場地域と比較し耕作
条件不利農地が多く、生産条件の格差
が大きい。

○主要作物
・水稲 りんどう アスパラ 小菊

秋田県

栽培作業省力化実現による経営規模の拡大

ゆりほんじょう

上川内第２協定集落

スマート
農業推進型

栽培作物
・方法

集落機能
強化型

人材活用
体制整備型

面 積：56ha（田） 交付金額：490万円（個人配分70％、共同取組活動30％）
協定参加者：農業者31人、農地所有適格法人1法人 協定開始：平成12年度

○ 平根地区において、基盤整備を契機に農地中間管理事
業を活用した法人への農地集積が本格化している一方、
一部地区（百合茎集落）において、高齢化や担い手不
足により、耕作放棄地の発生が懸念される。
（高齢化率【H27.4】32.3％→【H31.4】45.6％）

高齢化や担い手不足による耕作放棄地の増加

平根地区

試
行
加
算
の
取
組
内
容

花き類へのドローンによる防除作業

○ これまで手作業で行っていた花き類の
防除作業等にドローンを導入することに
より、花き類栽培作業の省力化及び生産
効率向上を図り、更なる経営農地の規模
拡大を目指す。

○ ドローン導入に伴い、オペレーターの
育成や新たな担い手確保を目指す。

○ 鳥海地区及びその周辺地区で栽
培されたりんどうは「秋田鳥海り
んどう」として独自ブランド化。

手作業防除 ドローン防除

（10万本）

（10万本）

（ｔ）

品目 従前 導入後

りんどう ５Ｈ／１ｈａ ０．５Ｈ／１ｈａ

小菊 １．２５Ｈ／１ｈａ ０．５Ｈ／１ｈａ

【令和元年度における実績及び将来的な目標】

花き類等への農薬散布
にドローンを活用したこと
により、農薬散布に係る
作業時間を大幅に短縮。
今後も生産力向上及び
経営規模拡大を目指す。

H29 H30 R1 R5
小菊 1.7 2.3 2.8 5
りんどう 1.7 5.8 7 9
アスパラ 1.8 4.2 12 19

0
5
10
15
20
25
30
アスパラ・りんどう・小菊出荷量（本数）推移
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花いっぱい運動の取組をきっかけに、協定農地や観光路線沿いへの景観作物の作付を開始。

その風景は、田沢湖を周遊する観光客や、マラソンランナーなどの憩いの場として定着。

○協定農地が田沢湖畔を周遊する道路の近くにあることから、こ
の道路の、観光路線としての魅力の向上を目的に、転作作物と
して花きなどの景観作物を作付。

○協定農地の周辺管理の一環として、湖畔周遊路に隣接する農
地での景観作物の作付や、マラソン大会に期を合わせたコース
付近の草刈りなどを協定メンバーにより実施。

○更に近年、地域の観光施設として魅力が向上している木造の
廃校舎『思い出の潟分校』へ行き来する道路の草刈りを実施す
るなど、協定メンバーによる地域全体の景観向上活動を展開。

取組の概要

○協定のメンバーを中心に農地の保全活動に取り組
んでいるが、他地域と同様に、高齢化が進んでいる。

○田沢湖畔に隣接していて、湖畔を周遊する道路は、
生活路線であり観光路線でもある。

○絶滅したとされていた田沢湖の固有種「クニマス」の
発見を機に、かつて漁場だったこの地域に資料館が開
館。資料館や、近くにある木造校舎（廃校）などの見学
者・利用者など、地域を訪れる観光客などが増加傾向
にある。

地域の現状

【ひまわり】

景観作物の作付による田沢湖の魅力アップ（秋田県仙北市野中集落協定）

面 積：4.76ha（田） 交付金額：74万円（個人配分50％、共同取組活動50％）
協定参加者：農業者８人､その他１人

【そばの花】【協定農地と田沢湖】【思い出の潟分校】

秋田県

-
4
7
-



〇 中山間直接支払いの活動により、農用地の維持管理・農業生産活動の他、参加法人では農
産物の加工等展開し、地域を活性化。

○ 中山間直接支払交付金を活用しながら、協定でまとまって用
水路や農道を管理。
・水路清掃（泥上げ、落ち葉上げ等）。
・水路・農道の維持管理（草刈り等）。
・景観作物の植え付け（集落花壇の整備）。
・水路・農道等の補修等

○ 法人の協定参加もあり、株式会社天下森振興公社では事業
の中で農作業の受託、農産物の生産、加工、販売も行う。ソバに
ついては、面積は拡大しており雇用も生まれている。

取組の概要

○ 当地区は横手市の南東部に位置し成瀬川水系の
旧増田町の地区の一つ。

○ 集落協定では、水路改修工事や農道維持を行い
ながら、農業生産活動を維持。

○ 主な作目は、水稲・ソバなど

地域の現状

【手打ちそば三平】

〇中山間直接支払交付金の活用により、水路3.5ｋｍを改修。

集落協定による農地の維持・管理と法人の参加（秋田県横手市中村集落協定）

面 積：18.9ha（田） 交付金額：151万円（個人配分50％、共同取組活動50％）
協定参加者：農業者46人､農事組合法人0､その他2

【景観作物の植え付け】

【ソバの出荷】【協定対象農用地】

秋田県
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※支援対象取組別面積と、作物区分別取組面積に相違があります

カバークロップ 堆肥の施用 有機農業 地域特認取組 水稲 麦・豆類 いも・野菜類 果樹・茶 花き・その他

1 秋田市 1 20 - 3 15 3 20 1 - - - 1,503

2 能代市 2 4 - - 4 - 4 - - - - 330

3 横手市 8 598 474 118 6 - 590 3 5 - - 42,844

4 湯沢市 2 32 - 23 9 - 32 - - - - 1,195

5 由利本荘市 1 27 - - 27 - 27 - - - - 2,186

6 潟上市 1 1 - - 1 - 1 - - - - 110

7 大仙市 1 2 2 - - - - 2 - - - 191

8 北秋田市 1 31 - - 31 - - 31 - - - 2,442

9 仙北市 1 11 11 - - - 8 - 3 - - 854

10 小坂町 2 43 - - 33 10 10 33 - - - 3,050

11 上小阿仁村 1 10 - - - 10 10 - - - - 402

12 八郎潟町 1 0 - - 0 - 0 - - - - 38

13 大潟村 1 651 3 26 332 289 565 81 5 - - 39,587

14 美郷町 2 87 3 84 - - 87 - - - - 2,059

15 羽後町 1 1 - - 1 - 1 - - - - 71

26 1,518 493 254 459 312 1,355 151 13 - - 96,862

注１：環境保全型農業直接支払交付金の取組実績のない市町村は、表中に掲載していない。

注２：表中の数値については、表示単位を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。

注３：表中に使用した記号は次のとおりである。「0」：単位に満たないもの（例：0.4ha → 0ha）。「-」：事実のないもの。

注４：交付金額は、国と地方公共団体が交付（交付割合１：１）した額の合計である。

令和元年度環境保全型農業直接支払交付金の実施状況 （秋田県）

支援対象取組別 作物区分別

合　計

取組市町村
実施件数
（単位：件）

実施面積
（単位：ha）

交付金額
（単位：千円）

-
4
9
-



住民対象の生き物調査を開催して
環境保全型農業を知る機会を創出

【農業者の組織する団体等の概要】
構成員 531名 農業者496名、コガムシの会他35団体

（取組農業者 81名）
【H30年度の取組】

・対象作物 水稲、大豆、カボチャ、ニンニク
・対象活動 有機農業、堆肥の施用、カバークロップの

作付け、IPM・秋耕の実施
・取組面積 582ｈａ

村の全農業者を構成員として、環境保全型農業の推進に取り組む

設立当初から村民対象の生き物調査を開催し、水田に生息する生き
物に触れあえる機会を創出

大潟村大潟地域農地・水・環境保全管理協定
運営委員会（秋田県大潟村）

地域の特徴と取組の背景 環境保全型農業の実施状況 取組の効果及び今後の展開

・ 大潟村は秋田県の中央西部に位置する
八郎潟の干拓地。村域の大部分が農地で
あり、農業産出額の９割を米が占めている

・ 平成19年度の農地・水・環境保全向上対
策への参加を契機として大潟村全農業者を
構成員として組織化

・ 大潟村と八郎湖の自然環境をよりよいも
のにするために、減農薬・減化学肥料での
栽培、エコファーマーの取得等の環境保全
型農業に取り組む

・ また、本事業に対する村民の理解促進の
ため、生き物調査を平成19年度から実施し
ている。さらに、平成26年度からは希少種
の調査を実施している

【環境直接支払の対象活動】

【環境直接支払の推進活動】

・ 主に水稲、野菜で有機農業に取り組む
（480ha）ほか、堆肥の施用、カバークロッ
プの作付けに取り組む。
また、356haで有機ＪＡＳ認証を取得

・ 毎年７月に、村民を対象とした水田の生
き物観察会をコガムシの会が主体となって
実施。また、村に生息する希少種の定性
的な調査を専門家に依頼して実施

・ 希少種の調査により、村に生息する生き
物の種類の特徴が明らかになりつつある
・ 今後は、特徴的な生き物を指標とした生
息環境の指標づくりができないか検討して
いく

・ 生き物観察会では、親子での参加者が多
く、魚や昆虫にふれあえる体験や生き物の
特徴を知る機会を創出

大潟村の水田 機械除草

生き物観察会

採取した水生生物

生き物観察会

観測した鳥類

１

消費者等との交流

-
5
0
-



全ての水田で特別栽培に取り組み、
特別栽培米の輸出拡大に取り組む

【農業者の組織する団体等の概要】
・ 組合員数 58名
【H30年度の取組】
・ 対象作物 水稲
・ 対象活動 堆肥の施用

・ 取組面積 59.6ｈａ

耕作している全ての水田で特別栽培農産物の要件を満たす栽培を実施
している

特別栽培米の輸出に取り組み、輸出業者を設立して輸出のさらなる拡
大に取り組む

農事組合法人樽見内営農組合（秋田県横手市）

地域の現状 環境保全型農業の実施状況 取組の効果及び今後の展開

• 組合のある樽見内地域は、秋田県横手市
市を流れる雄物川中流域に位置し、県内有
数の水田地帯

• 農業機械の共同利用をきっかけに平成17
年に組合を設立。相互扶助としての「結い」、
過去に行っていた農村の行事や風習の復
活や継承を理念に活動

• 水稲を耕作する全ての農地で特別栽培農
産物の要件を満たす栽培を実施

• 平成20年にシンガポールでの北東北物産
フェアへの出展を契機として、特別栽培米
であることや豊かな水田環境で生産されて
いることをセールスポイントに輸出に取り
組む

【環境直接支払の対象活動】

【推進活動の実施状況】

• 水稲収穫後、牛糞堆肥を10ａあたり約１ｔ
散布。散布後は秋耕起を行う

• シンガポールの取引先に契約ほ場や作
業施設を紹介するとともに、輸出業者、秋
田県、秋田県貿易促進協会等を参集した
意見交換会を実施。また、ほ場のＰＲのた
めノボリを設置している

• ＡＳＩＡＧＡＰ認証を取得している

• 輸出を行うことに対して当初は組合員か
ら不安の声があがっていたが、チャンスと
捉えて輸出に取り組む

• 輸出先での需要拡大に伴い平成26年に
他社と共同出資して輸出業務を行う法人
「秋田屋株式会社」を設立した

• 輸出も拡大していき、シンガポールのほ
かイギリスへも輸出している。平成30年産
は約85ｔの輸出となっている

• 環境保全型農業の取組が地域でも認識
され、地元みそ製造業者からの要望で、特
別栽培米を出荷している

シンガポールの取引先との意見交換

堆肥散布と秋耕起 コンテナへ輸出用玄米の積み込み。当組合用紙袋包装農事組合法人樽見内営農組合の構成員

た る み な い

２

ブランド化

-
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